
大 私 第  718 号 

令和５年３月 14 日 

 

県内高等教育機関の長 様 

 

 

新潟県総務部大学・私学振興課長  

 

令和５年度「新潟の産業・企業を知る講座」補助金に係る事業募集について（通知） 

 

標記補助金について、事業を実施し交付を希望する場合は、新潟県「新潟の産業・

企業を知る講座」補助金交付要綱第６条に基づき、下記により申請書類を提出してく

ださい。 

 

記 

 

１ 事業概要 

  別紙のとおり 

 

２ 提出書類及び提出方法 

（1) 提出書類 

 交付申請書（別記第１号様式） 

 事業計画書（別記第１号様式 別紙１） 

 所要経費（別記第１号様式 別紙２） 

 実施するアンケートの調査票 

（2) 提出方法 

電子データで下記担当宛てに提出 

 

３ 募集期間 

令和５年４月１日から予算上限に達するまで（順次交付決定） 

  ※募集期間前の申請は、受け付けられません。 

  

担当：大学・私学振興課企画班(企画担当) 武田 

TEL：025-280-5267 

MAIL：ngt010210@pref.niigata.lg.jp 



（別紙） 

事業概要 

 

１ 趣旨 

   新潟県内の大学等（大学、短期大学、高等専門学校及び大学院大学）の設置者が行う、

県内企業（新潟県内に本社、支社又は営業所を有し、事業活動を行う企業、法人又は団

体）の事業内容及び職場環境等を学生が知る機会を創出する取組に要する経費に対して、

予算の範囲内において補助金を交付する。 

 

 ２ 補助対象取組 

   大学等が正規の活動として実施する、学生が県内企業を知る機会を創出するための次

に掲げる取組。 

（1) 県内企業経営者等による講義・講演 

（2) 県内企業見学 

（3) 県内企業でのインターンシップ又はコーオプ教育 

（4) 卒業生との懇談会 

（5) 県内企業（自治体を除く。）と協働した課題解決フィールドワーク 

 

 ３ 補助対象経費 

（1) 原材料費 

（2) 役務費 

（3) 外注費・委託費 

（4) 旅費 

（5) 謝金 

（6) 賃金 

（7) 使用料・賃借料 

（8) 印刷製本費 

 

 ４ 補助金額 

   補助対象経費の 1/2（千円未満の端数切り捨て）以内とし、次の取組に該当すると認

めるものについては、補助対象経費の 10/10（千円未満の端数切り捨て）以内とする。 

（1) 知事が指定する県内企業を選定する取組 

 知事が指定する県内企業は、本事業への協力可能と回答した下記の 46 社とする。 

区  分 企業数 

「にいがたモノ・クリエイト」掲載企業 27 社 

JStartu-up Niigata ７社 

県誘致企業 12 社 

合 計 46 社 

※46社の一覧は、別紙のとおり。 



 各取組における参加企業数の 2/3 程度を県が指定した企業から選定した場合は、補

助率を 10/10 とする。 

取組における 

参加企業数 

補助率 10/10 となる 

県指定企業の数 

１社 
１社以上 

２社 

３社 ２社以上 

４社 
３社以上 

５社 

６社 
４社以上 

７社 

８社 ５社以上 

９社 
６社以上 

10 社 

11 社以上 ７社以上 

 

※ 参加企業数は、事業計画書に記載する取組ごとに数えるものとし、事業計画書

には参加予定企業の一覧を記載すること。 

 

（2) １年生又は２年生を対象とする県内企業でのインターンシップ等又は課題解 決

フィールドワーク 

 

５ 交付条件 

・補助事業に関して、知事の実施する調査に協力すること 等 

 県の指定する設問（別添）を含むアンケートを実施し、その結果を所定の集計表に記

載の上、当該集計表を実績報告時に提出すること。 

 

６ 事業のながれ 

（1) 交付申請書類の提出（事業開始予定日の２週間前まで） 

（2) 交付決定通知後、取組実施（事業着手） 

（3) 変更承認申請（随時） 

 補助事業の内容又は経費を変更する場合は、事前に変更承認申請し、知事の承認を

受けること。ただし、事業費の 30%に相当する額を超えない減額（軽微な変更）につ

いては、変更承認申請は不要。 

（4) 変更承認申請（補助率変更） 

 参加企業が変更となり、かつ、当該取組の補助率が変更となる場合は、(3)にかか

わらず変更承認申請を行うこと。 

（5) 実績報告書の提出（完了日から１か月以内／翌年度４月 10日まで） 

 事業完了日から１か月以内（又は翌年度４月 10 日まで）に実績報告書類を提出す

ること。アンケート集計表及び経費の積算根拠となる書類（領収書の写し等支払内容

を確認できる書類）を添付すること。 

（6) 実績報告書により補助金額を確定、確定通知の発出→補助金支払い 



 

７ 留意事項 

 交付決定日より前に行った契約又は支出等に係る経費は、補助対象外となりますので

ご注意ください。 

 アンケートは、取組ごとに実施してください。 

（取組内において複数回（企業ごと・実施回ごと）の実施は不要です。事業計画書に記

載の各取組につき一度実施してください。） 

 アンケートは、県指定の設問以外の設問を追加して実施することも可能です。 

 計上する事業費は、事業の実施に必要な最小限の経費としてください。通常備えてい

るべき事務用品・機器及び本事業以外にも使用可能な物品等については、対象外とな

ります。 

 本募集通知については、大学・私学振興課のホームページにも掲載する予定です。学

内での周知に本ホームページをご活用ください。 

＜大学・私学振興課ホームページ【新潟県内の高等教育機関】＞ 

 https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/daigaku/1356808307263.html 

  ・本事業の採択取組については、新潟県ホームページに概要（取組名、実施日程、実施

内容、参加対象者）を掲載します。 
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